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している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ

㈠ 要支援１ 72単位

㈡ 要支援２ 144単位

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ

㈠ 要支援１ 48単位

㈡ 要支援２ 96単位

⑶ サービス提供体制強化加算(Ⅱ)

㈠ 要支援１ 24単位

㈡ 要支援２ 48単位

リ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防通所介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防通所介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成30年３月

31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからチまでにより算定した単位

数の1000分の59に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからチまでにより算定した単位

数の1000分の43に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからチまでにより算定した単位

数の1000分の23に相当する単位数

⑷ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ) ⑶により算定した単位数の100分

の90に相当する単位数

⑸ 介護職員処遇改善加算(Ⅴ) ⑶により算定した単位数の100分

の80に相当する単位数

５ 介護予防通所リハビリテーション費（１月につき） ７ 介護予防通所リハビリテーション費（１月につき）

399



- 36 -

イ 介護予防通所リハビリテーション費 イ 介護予防通所リハビリテーション費

⑴ 要支援１ 1,712単位 ⑴ 要支援１ 1,812単位

⑵ 要支援２ 3,615単位 ⑵ 要支援２ 3,715単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

３ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 （新設）

道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事

業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職

種の者が協働し、継続的にリハビリテーションの質を管理した

場合は、リハビリテーションマネジメント加算として、１月に

つき330単位を所定単位数に加算する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

介護予防通所リハビリテーション費におけるリハビリテーション

マネジメント加算の基準

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

⑴ 介護予防通所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に

評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

⑵ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護予防

サービス等基準第百十七条第一項に規定する指定介護予防通所

リハビリテーション事業所をいう。以下この号及び第百十号に

おいて同じ。）の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

介護支援専門員を通じて、法第百十五の四十五第一項第一号イ

に規定する第一号訪問事業その他の指定介護予防サービスに該

当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点か

ら、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達している

こと。

⑶ 新規に介護予防通所リハビリテーション計画を作成した利用

者に対して、指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医

師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が、当該計画に従い、指定介護予防通所リハビリテーショ
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ンの実施を開始した日から起算して一月以内に、当該利用者の

居宅を訪問し、診療、運動機能検査、作業能力検査等を行って

いること。

⑷ 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の医師が、指定

介護予防通所リハビリテーションの実施に当たり、当該事業所

の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、利用者に対

する当該リハビリテーションの目的に加え当該リハビリテーシ

ョン開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテ

ーションを中止する際の基準、当該リハビリテーションにおけ

る利用者に対する負荷等のうちいずれか一以上の指示を行うこ

と。

⑸ ⑷における指示を行った医師又は当該指示を受けた理学療法

士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、当該指示の内容が⑷の

基準に適合するものであると明確にわかるように記録すること

。

４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚生労 （新設）

働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知

事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所が、

生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえ

たリハビリテーションの実施内容等をリハビリテーション実施

計画にあらかじめ定めて、利用者に対して、リハビリテーショ

ンを計画的に行い、当該利用者の有する能力の向上を支援した

場合は、生活行為向上リハビリテーション実施加算として、次

に掲げる区分に応じ、１月につき次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ リハビリテーション実施計画に基づく指定介護予防通所リ

ハビリテーションの利用を開始した日の属する月から起算し

て３月以内の場合 900単位
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ロ 当該日の属する月から起算してから３月を超え、６月以内

の場合 450単位

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

介護予防通所リハビリテーション費における生活行為向上リハビ

リテーション実施加算

次のいずれにも適合すること。

イ 生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経

験を有する作業療法士又は生活行為の内容の充実を図るための

研修を修了した理学療法士若しくは言語聴覚士が配置されてい

ること。

ロ 生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏ま

えたリハビリテーションの実施頻度、実施場所及び実施時間等

が記載されたリハビリテーション実施計画をあらかじめ定めて

、リハビリテーションを提供すること。

ハ 当該計画で定めた指定介護予防通所リハビリテーションの実

施期間中に指定介護予防通所リハビリテーションの提供を終了

した日前一月以内にリハビリテーション会議を開催し、リハビ

リテーションの目標の達成状況を報告すること。

ニ 介護予防通所リハビリテーション費におけるリハビリテーシ

ョンマネジメント加算を算定していること。

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。

指定介護予防通所リハビリテーションにおける生活行為向上リハ

ビリテーション実施加算に係る施設基準

リハビリテーションを行うに当たり、利用者数が理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士の数に対して適切なものであること。

５ 生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定し、当該加 （新設）
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算を算定するために作成したリハビリテーション実施計画で定

めた指定介護予防通所リハビリテーションの実施期間中に指定

介護予防通所リハビリテーションの提供を終了した場合におい

て、同一の利用者に対して、再度指定介護予防通所リハビリテ

ーションを行ったときは、実施期間中に指定介護予防通所リハ

ビリテーションの提供を終了した日の属する月の翌月から６月

以内の期間に限り、１月につき所定単位数の100分の15に相当

する単位数を所定単位数から減算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都 ３ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事 道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事

業所において、若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成 業所において、若年性認知症利用者に対して指定介護予防通所

10年政令第412号）第２条第６号に規定する初老期における認 リハビリテーションを行った場合は、若年性認知症利用者受入

知症によって要支援者となった者をいう。以下同じ。）に対し 加算として、１月につき240単位を所定単位数に加算する。

て、指定介護予防通所リハビリテーションを行った場合は、若

年性認知症利用者受入加算として、１月につき240単位を所定

単位数に加算する。

７～９ （略） ４～６ （略）

ロ （略） ロ （略）

ハ 栄養改善加算 150単位 ハ 栄養改善加算 150単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県

知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある 知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある

利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として 利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として

、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用 、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用

者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下 者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下

「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、１月につき所 この注及びホにおいて「栄養改善サービス」という。）を行った

定単位数を加算する。 場合は、１月につき所定単位数を加算する。

イ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士 イ 管理栄養士を１名以上配置していること。

を１名以上配置していること。

ロ～ホ (略) ロ～ホ (略)

ニ 栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月

ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養

状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、

低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当す

る介護支援専門員に提供した場合に、栄養スクリーニング加算と

して１回につき５単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利

用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を

算定している場合にあっては算定せず、当該利用者が栄養改善加

算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改

善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

通所介護費、通所リハビリテーション費、特定施設入居者生活介

護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、小規模

多機能型居宅介護費、認知症対応型共同生活介護費、地域密着型

特定施設入居者生活介護費、看護小規模多機能型居宅介護費、介

護予防通所リハビリテーション費、介護予防特定施設入居者生活

介護費、介護予防認知症対応型通所介護費、介護予防小規模多機

能型居宅介護費、介護予防認知症対応型共同生活介護費における

栄養スクリーニング加算の基準

通所介護費等算定方法第一号、第二号、第五号から第九号まで

、第十一号、第十六号、第十九号、第二十号から第二十二号まで

に規定する基準のいずれにも該当しないこと。

ホ・ヘ （略） ニ・ホ （略）

ト 事業所評価加算 120単位 ヘ 事業所評価加算 120単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所 府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所

において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう
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。）の満了日の属する年度の次の年度内に限り１月につき所定単 。）の満了日の属する年度の次の年度内に限り１月につき所定単

位数を加算する。ただし、生活行為向上リハビリテーション実施 位数を加算する。

加算を算定している場合は、算定しない。

チ （略） ト （略）

リ 介護職員処遇改善加算 チ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定 の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た指定

介護予防通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定 介護予防通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、指定

介護予防通所リハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲 介護予防通所リハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸について げる区分に従い、平成30年３月31日までの間、次に掲げる単位数

は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位 を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定 ない。

しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからチまでにより算定した単位 ⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからトまでにより算定した単位

数の1000分の47に相当する単位数 数の1000分の47に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからチまでにより算定した単位 ⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからトまでにより算定した単位

数の1000分の34に相当する単位数 数の1000分の34に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからチまでにより算定した単位 ⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからトまでにより算定した単位

数の1000分の19に相当する単位数 数の1000分の19に相当する単位数

⑷・⑸ （略） ⑷・⑸ （略）

６ 介護予防短期入所生活介護費（１日につき） ８ 介護予防短期入所生活介護費（１日につき）

イ 介護予防短期入所生活介護費 イ 介護予防短期入所生活介護費

⑴ 単独型介護予防短期入所生活介護費 ⑴ 単独型介護予防短期入所生活介護費

㈠ 単独型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ) ㈠ 単独型介護予防短期入所生活介護費(Ⅰ)

ａ 要支援１ 465単位 ａ 要支援１ 461単位

ｂ 要支援２ 577単位 ｂ 要支援２ 572単位

㈡ 単独型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ) ㈡ 単独型介護予防短期入所生活介護費(Ⅱ)

ａ 要支援１ 465単位 ａ 要支援１ 460単位

ｂ 要支援２ 577単位 ｂ 要支援２ 573単位
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